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1 はしがき

本報告書は、笹川平和財団安全保障研究グループが 2023 年度から 2 年間実施した「日本の緊急事態

対処に関する課題」研究の報告書である。

本研究では、パンデミックを含む危機管理の実情に詳しい実務経験者、法律の専門家ら計 6 名で構

成する「緊急事態法制研究会」を設立し、議論を進めた。南海トラフ巨大地震の発生が取りざたされ、

日本を取り巻く安全保障環境が厳しさを増し、台湾、朝鮮半島有事の可能性が想定される中、当研究

会は日本の緊急事態法制とそれに基づく対処の仕組みを再検証するべきではないか、との問題意識か

ら議論を始めた。日本の課題を具体的に抽出するため、大規模自然災害やサイバー攻撃など事象ごと

の法制度を分析したほか、複合事象シナリオを作成しながら、緊急事態対処の課題を議論した。また

比較考察の視点を取り入れ、欧米主要国を対象として、各国の法制は緊急事態をどう定義し、政府に

どのような権限を与えているのか。危機対応における国と地方との権限・役割の分担はどうなってい

るのか。また、私権の制限を含めた緊急措置の実施と基本的人権尊重の両立をどのように図ろうとし

ているのかを検証した。

各国法制度との比較考察を含めた検証により、今後日本において、より実効性の高い緊急事態対処

の実現を目指す上で、有益な示唆が得られた。同時に、日本において、緊急事態における人権保護と

いう視点からの議論が決定的に不足している、ことも分かった。

日本では、緊急事態条項について、「政府が対応権限を濫用するおそれがある」との指摘が強調され

る傾向が強い。本研究会の議論が大詰めを迎えた 2024 年 12 月、隣国・韓国のユン・ソンニョル大統

領が「非常戒厳」を宣言した。国会の効力停止の議決により、非常戒厳は数時間で撤回されたが、ユ

ン大統領は弾劾され、内乱罪などで捜査が進んでいる。この件に関しても「日本で緊急事態条項が導

入された場合、政府による私権制限が横行する」といった意見が散見された。しかし、「緊急事態法制

研究会」は別の視点からの議論もあわせて実施した。「非常戒厳を停止できる議会の手続きなど、緊急

事態における政府権限への歯止め、人権保護の規定があったから、戒厳の効力を抑制できたのではな

いか」。現状において、日本は憲法第 13 条などに規定される「公共の福祉に反しない限り」との文言

を根拠に、緊急事態における政府の対応権限、私権制限をなし崩し的に広げているように見える。政

党では、自由民主党や日本維新の会が緊急事態条項の導入を盛り込んだ憲法改正私案を公表している

が、緊急事態における措置権限の集約に重点が置かれ、人権保護に関する認識が高いとは言えない。

こうした議論を踏まえ、報告書の最終章において、憲法への緊急事態条項の導入に関する論点整理、

緊急事態基本法の制定、緊急事態庁の創設の三つの政策提言を掲げた。

また、研究を進めていく中で、他の研究機関や専門家から惜しみない協力、助言をいただいた。日

本の緊急事態法制の課題を克服しようとの共通した思いに基づくものと認識している。これらのご厚

意とご協力に対して、この場を借りて深く御礼を申し上げたい。

公益財団法人 笹川平和財団安全保障研究グループ

小林祐喜　研究員

はしがき 緊急事態における人権保護の議論を



2はしがき

【緊急事態法制研究会】（敬称略順）

追記：なお、本報告書は笹川平和財団安全保障研究グループにおける自主活動の一つとして実施
した研究成果であり、上記の有識者個人の見解を代表したものではない。

板橋 功
公共政策調査会研究センター　センター長

阿南 英明
地方独立行政法人神奈川県立病院機構　理事長

阿部 圭史
政策研究大学院大学政策研究院　シニアフェロー

（当時：2024 年 10 月まで在籍）

佐藤 庫八
千葉科学大学　特担教授

長島 純
一般社団法人日本宇宙安全保障研究所　理事

（当時：2023 年 10 月まで在籍）

横大道 聡
慶応義塾大学大学院法務研究科　教授

小林 祐喜
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3 はしがき

本報告書で取り上げた法律、条約の正式名称

事象 略称（本文中の表記） 正式名称

南海トラフ地震関連
東南海・南海法

東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進
に関する特別措置法

南海トラフ地震特措法
南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に
関する特別措置法

原子力事象

原子炉等規制法
核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に
関する法律

核テロ防止条約
核によるテロリズムの行為の防止に関する国
際条約

原子力安全条約 原子力の安全に関する条約

放射線発散防止法
放射線を発散させて人の生命等に危険を生じ
させる行為等の処罰に関する法律

パンデミック

感染症法
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律

出入国管理法 出入国管理及び難民認定法

化学兵器禁止条約
化学兵器の開発、生産、貯蔵及び使用の禁止
並びに廃棄に関する条約

化学兵器禁止法
化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関す
る法律

生物兵器禁止法
細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、
生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する条約
等の実施に関する法律

サイバー・新領域事象

個人情報保護法 個人情報の保護に関する法律

不正アクセス禁止法 不正アクセス行為の禁止等に関する法律

タリン・マニュアル
サイバー戦争に適用できる国際法についての
タリン・マニュアル

武力攻撃事態

武力攻撃事態対処法
武力攻撃事態等及び存立危機事態における我
が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の
確保に関する法律

国民保護法
武力攻撃事態等における国民の保護のための
措置に関する法律

重要影響事態法
重要影響事態に際して我が国の平和及び安全
を確保するための措置に関する法律



4序章

本報告書の構成と位置付け
はしがきに述べた問題意識に答えるため、本報告書では、全体を４章に分け、考察と検証および改

善策の提言を進める。

第 1 章「 緊急事態対処と法的根拠～事象ごとの検証」では、事象ごとに現行法制度を検証する。

Prevent、Prepare（予防、防止）、Detect（発生、初期対応）、Respond（事態への対応）の 3 段階に

おいて、どのような法律や仕組みで対処するかを図解し、課題を抽出した。Respond に関しては、過失、

故意に分類して詳述した。

 
表 1：日本の緊急事態法制の現状と課題（要点）

序　章 本報告書の概要と構成

現行法制の仕組み
想定される事象から

考慮すべき課題

南海トラフ
地震

Ｐ：防災計画は南海トラフ地震特捜法に規定、付随被害は関係法律
Ｄ：南海トラフ沿いの調査を開始、「南海トラフ地震臨時情報」発表
Ｒ：自然　⇒　災害の発生、災害対策基本法、災害救助法で対処
　　故意　⇒　虚偽情報の流布など人為的事象の発生が想定

① 事前避難の実効性
② 災害緊急事態の布告
③ 複合災害への備えの再検証

原子力
事故

Ｐ：重大事故、テロ防止のため安全管理基準、国際規則が整備
Ｄ：異常が検知された場合、事故・故意かを認定し、事業者は通報
Ｒ：人為的ミス等　　⇒　原子力災害特措法で対応
　　故意による攻撃　⇒　当初警察、爾後自衛隊、国民の安全確保

① セキュリティ・クリアランスの
　 あり方
② 事態認定の迅速
③ 国民保護法と原発の運転

パンデ
ミック

Ｐ：症状に応じた分類、予防接種等　国内法、国際条約が整備
Ｄ：感染症　⇒　医療機関は保健所を通じて知事、厚労大臣に通報
Ｒ：自　然　⇒　まん延防止措置の実施、強制力を伴う措置不十分
　　故　意　⇒　法は想定していない。首謀者により対応法律異なる。

① 内閣感染症危機管理統括庁、
　 国立健康危機管理研究機構の実効性
② 国際保健規則改正の実効性
③ 国と都道府県の権限、役割分担

サイバー
事象

Ｐ：サイバーセキュリティの国内法は整備、国際法は未整備
Ｄ：事案に応じて対処法令が異なる。担当官庁が広範多岐に及ぶ。
Ｒ：重要インフラへの攻撃、安全保障に係る攻撃への厳罰化未整備

① サイバーセキュリティを包括的
　 に強化する体制整備
② 国際条約の制定

武力攻撃
事態

Ｐ：抑止、紛争予防に関する活動、武力攻撃を想定した訓練等実施
Ｄ：我が国に対する侵略等について、武力攻撃事態対処法制が整備
Ｒ：日本、同盟国、周辺事態への対処、国民の安全確保が重要課題

① 事態認定の迅速化
② 国民保護のあり方
③ 複合災害への備えの再検証

まとめ
緊急事態

対処の課題

① 憲法、緊急事態に関する基本法で、国として「緊急事態とは何か」について統一見解を示していない。
② 発生した事象、あるいは国際情勢の変化などで発生する蓋然性が高まった事象に基づいてタコつぼ的に
　 法整備をしてきた。
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第 2 章では、「シナリオ・プランニングの手法による複合事象シナリオの検討」として 2 つ以上の事

象が複合的に発生する場合を想定しながら、日本の緊急事態法制の課題を洗い出した。

-　海底ケーブル切断と生物・化学テロ
-　金融機関に対するサイバー攻撃と大規模停電～気候変動対策、再エネに潜むわな
-　南海トラフ地震と併発する富士山噴火、原子力事故
複合事象は事態把握までに時間を要する。サイバー攻撃により、通信機能に大きな障害が生じた場

合はなおさらであり、情報収集や適用する法律の検索で時間を浪費することがないよう、複合災害へ

の備えを強化しなければならない。

第 3 章「緊急事態対処と憲法の問題に関する考察」は、海外との比較考察により、日本の緊急事態

法制の課題抽出を試みた。米国、イギリス、フランス、ドイツを比較対象とした。各国はそれぞれの

国情に応じて独自の緊急事態法制を整備してきた。同法制の発展と改正はそれぞれにたどってきた歴

史や災害、戦時経験を反映しており、各国間で違いを観察できる。一方で、各国共通に課せられた問

題として、権限の濫用防止と緊急事態対応の実効性向上の両立がある。

欧州評議会のヴェニス委員会は「緊急事態における体制については、個別の法で詳細を規定すべき

であり、もし憲法に基本法（organic law）という法形式が用意されているならば、基本法によること

が望ましい」と指摘しており、海外では、平時モード／緊急時モードの切り替えの根拠を「憲法」に

置き、詳細は法律で定めるのが通例である。緊急事態条項も、緊急事態基本法もない日本の現状をど

う考えるのか。そのことにより、緊急事態における人権の尊重、保護が十分に規定されていない、あ

るいは議論されていない現状をどうとらえるか。海外との相違を直ちに法の欠缺ととらえる必要はな

いが、相違について冷静に議論をすることは必要である。

第 4 章「日本における有事および緊急事態対処のあり方に関する提言」はこれまでの考察を踏まえ、

「緊急事態法制研究会」としての日本政府への提言である。
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緊急事態条項に関する論点整理に向けた提言
「憲法の緊急事態条項について、海外の事例を参照に論点を整理し、人権保護の観点からあらためて

議論することを国会、および政府に求める。緊急事態を定義しないまま、「公共の福祉」の名の下に、
行政府に人権の一部を制約する権限行使を認めることは、かえって権力の濫用を招きかねない。その際、
国家緊急権と緊急事態条項を混同すれば、緊急事態条項に関する議論の混乱を招くことに留意を促し
たい」

緊急事態基本法の制定
「発生事象に応じて個別に制定されてきた日本の法制度の欠点を克服することを目的に緊急事態基本

法の制定を提案する。国内法、国際法ともに法整備が追いついていないサイバー・新領域における不
測の事態や複合災害など、現状では、対処が難しいとみられる事態が発生した場合への備えになる。
また、憲法に緊急事態条項が導入された場合の受け皿にもなる。緊急事態基本法において、期限を区
切り、政府に迅速な対応権限を付与し、事態認定の終了後、速やかに既存の法律適用に移行する仕組
みにしておけば、迅速な初動対応の実現と政府による権限濫用の防止を両立できる」

緊急事態庁の設立
「自然災害の発生は世界有数であり、サイバー攻撃等に伴う社会混乱をはじめこれまで想定していな

かった事態の発生が予測される日本の国情を見鑑み、「緊急事態庁」（仮称）の設立を提言する。緊急
事態基本法に基づく対処を行う組織として、発生事象主義に基づき、事態ごとに各省庁に縦割りで付
与された対応権限を統一し、複合災害への備えも強化する」

緊急事態対処の迅速化、それによる被害の低減は、日本社会にとって変わらぬ課題である。本報告

書により、日本の緊急事態対処のあり方に関する議論がさらに深まることを望みたい。



7 第 1 章  緊急事態対処と法的根拠～事象ごとの検証

2024 年 8 月、南海トラフ地震の想定震源域にあたる宮崎県日向灘でマグニチュード（M）7.1 の地震

が発生し、気象庁は臨時情報「巨大地震注意」を発表した 。臨時情報の発表は、2019 年に防災強化を

目的にこの制度の運用が始まって以来、初めだった。また、2019 年末に、中国の武漢で初めて感染者

が確認されたといわれる新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は瞬く間に世界に拡散した。2020

年に入ると、日本においても新型インフルエンザ等特別措置法を改正し、4 月には改正同法に基づき、

政府が緊急事態宣言を発令し、遊興施設や飲食店に対して営業の自粛や営業時間の短縮を要請した。

2011 年には、地震・津波を起因として東京電力福島第一原子力発電所事故が起きた。

このように、日本は地理的要因から大規模自然災害が多い国情にあるほか、パンデミックや原子力

事故など特別な対応を必要とする事態も経験している。さらには、サイバー攻撃など技術の発展に伴い、

新たな危機の発生が予想されるほか、日本周辺の安全保障環境は厳しさを増しており、台湾有事や朝

鮮半島有事、それに伴う日本への武力攻撃も想定しなければならない状況である。

過去に起きた事象を教訓として、また、未経験ながら今後発生する可能性がある事象を想定して、

日本は有事を含む緊急事態関連法制を整備してきた。その実効性はどうなのか。迅速な事態対処に向

け課題はないのか。緊急事態法制研究会は緊急事態を以下のように分類し、検証を試みた。

-　大規模自然災害（その代表例として南海トラフ地震）
-　原子力事故
-　パンデミック
-　サイバー・新領域事象
-　武力攻撃事態

具体的には上記 5 つの類型について、想定される事象と現行法制との関係を図で表現し、可視化す

るとともに、課題を描写した。そのうえで説明文を付記し、課題を踏まえた改善策を提示した。

この章で事象ごとに現状の分析と課題抽出を行い、改善策を検討する。

第 1 章 緊急事態対処と法的根拠～事象ごとの検証
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1.南海トラフ地震

図 1 にあるように、想定される事象と緊急事態法制との関係を可視化するにあたり、5 つの類型につ

いて統一指標を用いて検証した。緊急事態法制には、防災・予防から実際に事象が発生した後の対応

まで幅広い規定がある。緊急事態法制研究会は、Prevent (Prepare) → Detect → Respond の 3 段階の

フローで検証した。Respond の段階では、事象によって自然発生・過失と、故意（非国家主体、ある

いは国家主体による行為）に分け、詳細に検証することを心がけた。

まず、南海トラフ地震関連法制から検証する。

図 1：緊急事態法制検証の基本ルール

概要図・表の見方

のフローで作成

懸念事項として各フローで現行法制で対処が難しい、
あるいはグレーゾンとなっている事項を示す

Prevent Detect Respond（過失、故意）

憲法・国内法 国際法
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(1) 現行法制の仕組み

図 2：南海トラフ地震の想定事象と現行法制の相関図
 

表 2：南海トラフ・相関表

〈 時間の経過 〉

〈 

南
海
ト
ラ
フ
地
震 

〉
〈
国
家
主
体
〉

領海･領空侵犯

〈
非
国
家
主
体
〉

刑法:偽計業務妨害など

警察対応:自衛隊法 治安出動

デマ・暴動
事態
認定

Respond

日本国憲法

Detect

南海トラフ地震 臨時情報

巨大地震警戒

巨大地震注意

災害緊急事態の布告

災害救助法

Prevent

地すべり等防止法

高圧ガス保安法

石油コンビナート等災害防止法

防災対策推進基本計画

被害拡大防止

自衛隊 警察 消防

国 都道府県 市町村

災害対策基本法

南海トラフ地震対策特措法

自衛隊法
国家安全保障
会議設置法

日米安保
条約

自
然

故
意

Prevent事象
対応

防災･備え

災害対応

デマの流布、
暴動･扇動への対応
（非国家主体）

発災直後の領空･
領海侵犯対応
（国家主体）

Detect
Respond
（自然）

Respond
（故意） グレーゾーン

災害対策基本法、
災害救助法、南海
トラフ地震特措法
を中心とする災害
法制

災害対策基本法､
災害救助法､南海
トラフ地震特措法を
中心とする災害法制
自衛隊法

災害対策基本法
（災害緊急事態の
布告制度）
自衛隊法

刑法（威計業務妨害
など）
自衛隊法･治安出動
など

自衛隊法
国家安全保障会議
設置法
日米安保条約

自衛隊の予防派遣､
事前避難の実効性

災害緊急事態の布
告制度の憲法上の
位置づけ

デマの流布そのもの
を犯罪とする規定
の欠如

受け入れ外国部隊の
活動規定の欠如


